平成24年7月26日
人・農地プラン推進に向けた農業委員会「夏の陣」に関する
農業委員会組織の取り組み方針について
全国農業会議所
１．地域段階での「人・農地プラン」の普及・啓発活動
　　本年度から人・農地プランづくりの取り組みが全国で始まった。年度の第一四半期が経過した7月現在、地域間で取り組みの差異が生じてきている。　全国で着実な策定に向けて、農業・農村の現場から機運を醸成して秋以降の実質的な話し合い活動やそれに引き続いての具体的なプラン策定に向けて、農業委員が起爆剤となり、この夏（８月～１０月）一斉に啓発宣伝活動に取り組むこととする。
　　また、人・農地プランづくりを農業委員会の本来業務である遊休農地対策と担い手への農地の利用集積につなげるという観点から、農地パトロール等の実施に合わせて、農業者に「人・農地プラン」の内容を普及し、作成の必要性の浸透を目的とし、農業委員・農業委員会事務局がプランの普及・啓発を推進する。
　
　具体的には、
（１）啓発・宣伝資料（パンフレット、チラシ）の農業委員による配布
　　　①「パンフレット」の集落の代表者等への配布
　　　　　人・農地プランの「パンフレット」を農業委員から各集落の代表者等に配布し、普及・啓発を推進する。
②プランに関連が強い農業者への簡易な「チラシ」の配布
　　　　　今回、下記の農業者等に対しては、A４裏表の簡易な「チラシ」を作成・配布し、プランの必要性とともに、プランの位置づけにより、得られるメリットがあることを周知する。
配布にあたっては、下記該当者へ直接手渡しをすることを基本とし、
農業委員が担当地区、居住地区において、日常的に配布できるようにする。
ア．農地の出し手となることが見込まれる農業者
・プランの位置づけにより、農地集積協力金が交付されること
イ．担い手（地域の中心となる経営体となることが見込まれる農業
者等）
・農地の出し手に農地集積協力金が交付されること
・戸別所得補償制度の規模拡大加算の面的集積とみなされること
・認定農業者のスーパーL資金の金利負担軽減措置が受けられ
ること
ウ．後継者の就農が見込まれる農家
・青年就農給付金（経営開始型・年間150万円）が最長5年間給
付されること
（２）配布後の対応
　　啓発・宣伝資料の配付の結果、以下の対応に留意する。
①「話し合い」の兆しが出た場合
　資料配付の結果、農業者から集落等における「話し合い」の兆しを把握できた場合、農業委員は農業委員会事務局に直ちにそのことを繋げる。農業委員会事務局では市町村長部局と連携し、集落座談会等の実施に向け取り組むこととする。
　また、農業委員会が実施する「農業者との意見交換会」等に位置づけることが可能かどうか検討を行う。
②農家から具体的な相談がなされ場合
　資料配布の結果、農家から農地規模拡大、縮小等の意向が把握できた場合、農業委員は農業委員会事務局に直ちにそのことを繋げる。農業委員会事務局はその案件について、農業委員会のあっせん、基盤強化法の利用権設定の申し出に繋げられるか検討する。また農地利用集積円滑化団体への情報提供が必要な場合は所定の手続きを図る。
　また、案件が遊休農地の場合は遊休農地対策への位置づけに特に留意する。
　以上の対応を踏まえ、これら案件をプラン策定に当たって、「今後の地域の中心となる経営体」及び「地域の中心となる経営体以外の農業者」への位置づけに向け、留意していくものとする。
２．農業委員会における市町村プラン策定部局による進捗状況報告
　農業委員会において8月以降、毎月の農業委員会総会等の場で、プラン策定の市町村部局の担当者から、当該市町村におけるプランの策定状況について説明を受け、農業委員が、自分の市町村及び地域・集落におけるプランの策定状況について確認できる状況をつくる。
３．プラン策定未着手の市町村への農業委員会からの働きかけ
　「人・農地プランの作成に向けた農業委員会の取り組み状況について」（7月11日段階の中間集計）によると、1,026委員会からの回答中、市町村におけるプラン策定状況について回答した857委員会の54.3％、465委員会の市町村ではプランの策定が未着手となっている。
　このような市町村においては、農業委員会の意見の公表機能等も活用しつつ、農業委員会から市町村部局に対してプランの策定に取り組むよう予算の確保も含め働きかける取り組みを進める。
４．農地データの提供
　プラン作成の話し合いの基礎データ（農地情報、人情報等）として農地基本台帳のデータの提供、農地地図データ（840委員会）を保有する場合は、利用現況図等の作成・提供を行う。
５．「農業者との意見交換会」の活用
　上記意見交換会の実施要領（6月29日に都道府県農業会議へ実施要領を配布）において、プランについて集落段階で検討するとともに、本意見交換の類型の一つに位置付けた。今後、意見交換会に取り組む農業委員会においてプランづくりの観点も取り入れて実施し、認定農業者等の地域の担い手への農地利用調整の取り組みに反映させるよう対策を講じる。なお、この際、地域外からの入り作農業者に対しても、必ず参加を呼びかけることとする。
６．農業委員会委員選挙人名簿登載申請時における農家意向の把握
　農業委員会委員選挙人名簿の登載申請書の提出の機会をとらえ、全国の農業委員会において、農地の規模拡大・縮小、経営の継承など意向調査を行う。
７．利用状況調査（農地パトロール月間8月～11月）と農地の利用集積に関する取り組みの「人・農地プラン」への反映
農業委員、農業委員会事務局が市町村・関係団体等と連携をとりつつ、農
業委員会の本来業務である「利用状況調査」の結果を担い手への農地の利用集積につなげるべく、その結果を「人・農地プラン」に反映させる取り組みを推進する。
具体的には、農地所有者による利用が困難あるいは近く利用が困難となる
ことが見込まれる農地を、担い手（地域の中心となる経営体）に結びつけるため、（農地集積協力金等の支援策の活用をてことして）プランづくりを推進する。
プラン策定にあたっては、県段階の稲作経営者会議、都道府県農業法人協
会の会員など、地域外の大規模土地利用型経営体の参入受け入れも検討する。
８．農業委員会、都道府県農業会議、全国農業会議所の役割と連携
　１）農業委員会
　農業会議と連絡・調整を図りつつ、市町村と調整・連携のもと、他の機関・団体との連携も密にしながら、地区担当の農業委員ともにプランづくりに積極的に関与する（利用状況調査の結果を、担い手への利用集積に活用することを基本として）。
　２）都道府県農業会議
　農業委員会・全国農業会議所と連絡・調整を図りつつ、プランづくりを現地で支援するとともに、得られたノウハウのフィードバックに努める。
　３）全国農業会議所
　農業会議と連絡・調整を図りつつ、プランづくりを支援するとともに、得られたノウハウの全国的な普及に努める。
	
	 「人・農地プラン」策定推進モデル農業委員会の設定
 －農業委員会、農業会議、農業会議が連携したモデル的取り組み－
 　都道府県農業会議と全国農業会議所において、「農業委員会版『人
 ・農地プラン』」策定推進の先導的な取り組みの掘り起こしを行う。
 必要に応じて都道府県農業会議と全国農業会議所は適宜、当該委員会
 へ出向くなど、支援を講ずるものとする。
 　都道府県農業会議と全国農業会議所にて調整・協議の上、農業委員
 会の協力を得て、農地利用状況調査の結果をもとに、担い手への農地
 の利用調整を図り、「人・農地プラン」に反映させる取り組みについ
 て、先導的に取り組む農業委員会（以下、モデル農業委員会）を設定
 する。
 　モデル農業委員会においては、農業委員、農業委員会事務局が市町
 村・関係団体等と連携し、役割分担を図りつつ、農地所有者による利
 用が困難あるいは近く利用が困難となることが見込まれる農地を、担
 い手（地域の中心となる経営体）と結びつけるべく、人・農地プラン
 づくりに反映されるよう取り組みを推進する。
 　モデル農業委員会の設定にあたっては、①水田農業地域、②水田農
	

	
	
	

	
	 業地帯以外の地域に区分して、政策支援の内容を考慮しつつ対応する。
 モデル選定にあたっては、稲作経営者会議や農業法人協会の会員など
 土地利用型大規模経営体に着目し、その旺盛な規模拡大意欲を遊休農
 地や担い手不足地域の農地活用につなげるよう留意する。なお、市町
	

	
	
	

	
	 村農業委員会、都道府県農業会議、全国農業会議所が一体的に取り組
 むことで、成果を確保し、その成果を市町村や都道府県、全国レベル
 で波及させる。
 　ステップ１：モデル農業委員会の候補の選定（～8月末）
 　　　都道府県農業会議が下記①②を踏まえつつ、管下の市町村農業
 委員会へ取り組みの趣旨を説明し、候補となる農業委員会を選定
 する。
 　　　①県段階の稲作経営者会議や農業法人協会会員など土地利用型
 経営体の規模拡大意欲を活かせるように留意します。
 　　　②利用状況調査の結果を、上記経営者組織のメンバーなどの担
 い手への農地利用集積につなげていきます。
 　ステップ２：推進体制の整備（9月）
 　ステップ３：担い手の意向把握（情報の収集・整理、実態把握、事
 前調整等）（10月）
 　ステップ４：集落・地域の話し合い
 　ステップ５：人・農地プランの原案作成     （10月～1月）
 　ステップ６：市町村による検討会・決定
 　ステップ７：結果や成果のとりまとめ、他の農業委員会へのフィー
 ドバック
	


以上
